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消費生活相談の状況 
 

（１） 相談件数 

 

・平成２９年度に消費生活センターに寄せられた相談総数は ５，９１９件で、前年度よ

り４９１件の減少となった。 

・相談件数は苦情相談が ５，３３５件（約９０．１％）、問合せ相談等が ５８４件（約

９．９％）で、そのうち人身に危害が生じた危害相談が７７件、人身事故の恐れがあっ

たと思われる危険相談が１８件あった。 

・相談方法別件数は来訪が６１８件、電話が５，２９２件、文書が９件で、電話が     

約８９．４％を占めた。 

 

過去５年間の相談件数 

 

 

 

 

年度別相談件数 

 

年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

全件数 ６，１５６ ６，４１３ ６，３３７ ６，４１０ ５，９１９ 

（苦情件数） ５，６３０ ５，８１７ ５，７７５ ５，８１０ ５，３３５ 

（問合せ件数等） ５２６ ５９６ ５６２ ６００ ５８４ 

件数 

参考資料① 
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（２）契約当事者 

 

・契約当事者の性別は、不明分を除き、男性２，３３０件（約４１．６％）、女性は      

３，２６５件（約５８．４％）であった。 

・年齢別では、下表のとおり７０歳以上の相談が多く、全体の約２５．１％を占めている。 

・若年者（３０歳未満）のうち２０歳代の相談は増加した。 

・６０歳代、７０歳以上の相談件数では、全体に占める割合がそれぞれ約１５．８％、 

約２５．１％で、これらの年代は合わせて約４０．９％となっている。 

 

契約当事者の年代別相談件数 

 

契約当事者の職業別相談件数 

 

 

年齢別 

件   数 

前年度比 

総件数に占め

る割合 

 
２８年度 ２９年度 増減数 

２０歳未満 １６２ １０６ △５６ ６５．４ １．８ 

２０歳代 ５１０ ３９４ △１１６ ７７．１ ６．７ 

３０歳代 ６６２ ５４６ △１１６ ８２．５ ９．２ 

４０歳代 ９２３ ８７７ △４６ ９５．０ １４．８ 

５０歳代 ８４０ ８７５ ３５ １０４．２ １４．８ 

６０歳代 ９７１ ９３５ △３６ ９６．５ １５．８ 

７０歳以上 １，４６０ １，４８６ ２６ １０１．７ ２５．１ 

(参考)６５歳以上 １，８７７ １，８５７ △２０ ９８．９ ３１．７ 

職業 
件数 

前年度比 
２８年度 ２９年度 増減数 

給与生活者 ２，１００ １，８２２ △２７８ ８６．８ 

自営・自由業 ３７１ ３３０ △４１ ８８．９ 

家事従事者 １，１６９ １，３８４ ２１５ １１８．４ 

学生 ２３５ １５２ △８３ ６４．７ 

無職 １，７７１ １，５４８ △２２３ ８７．４ 

団体 １１０ ８７ △２３ ８２．９ 
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（３）契約購入金額 

 

・契約購入金額別の相談件数は、５０万円未満までの契約に関する相談件数が大半であるが、

１千万円を超える高額な商品・サービスに係る相談件数も多数発生した。 

 

契約購入金額別相談件数 

（※契約購入金額の不明な事案や契約購入に至っていない事案は表に記載していない） 

 

契約・購入金額 
件数 

前年度比 
２８年度 ２９年度 増減数 

1万円未満 ５４４ ５４７ ３ １００．６ 

1万円以上～5万円未満 ５３５ ５０５ △３０ ９４．４ 

5万円以上～10万円未満 ２６０ １９７ △６３ ７５．８ 

10万円以上～50万円未満 ６９９ ５５０ △１４９ ７８．７ 

50万円以上～100万円未満 １５０ １５１ １ １００．７ 

100万円以上～500万円未満 １８１ １６５ １６ ９１．２ 

500万円以上～1千万円未満 ２６ ２０ △６ ７６．９ 

1千万円以上～5千万円未満 ３３ ４１ ８ １２４．２ 

5千万円以上～1億円未満 ０ ５ ５  

1億円以上 ２ ０ △２ ０．０ 
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（４）相談内容別件数 

 

・相談内容は、契約・解約に関する相談が４，０５１件で一番多く、次いで販売方法       

２，１０２件、接客対応９９０件、価格・料金８０１件、品質・機能・役務品質７９８件 

といった相談が多く寄せられた。 

内容別相談件数 

 

（※上記の表は、1 件の相談であっても、複数の分類に該当する場合は、それぞれの件数に

重複してカウントしている。） 

 

 
相 談 内 容 

件数 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

契約・解約 

法律行為としての契約に関する相談及び法

定解除理由がないと判断される解約に関す

る相談 

4,369 4,405 4,051 

販売方法 

購入したか否かに関係なく、販売形態、販売

の手口、セールストーク等のいずれかひとつ

でも問題がある相談 

2,871 2,847 2,102 

接客対応 
アフターサービス、販売時の接客態度、クレ

ーム処理、保証等に関する相談 
1,187 1,230 990 

価格・料金 
商品の価格及び利用料、使用料等役務の対価

に関する相談 
854 837 801 

品質・機能・

役務品質 

商品の品質、機能、性能、故障、不具合、使

い勝手及び役務の内容・水準等に関する相談 
856 885 798 

表示・広告 

商品、役務の内容、取引条件及び取引に関す

る事項について、事業者が行う表示、広告、

マーク等の相談 

443 426 359 

安全・衛生 

身体、生命の被害及びその恐れのある事故、

火災、発火等の危険、食品衛生、発がん性や

残留農薬等、安全衛生に関する相談 

296 258 210 

法規・基準 

法律、条例、指導通達、業界基準、自主基準、

法規格、任意規格等、規定された一定の基準

に関する相談 

127 103 100 
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（５）商品・サービス別相談 

 

 

商品・サービス別の相談件数 

順 

位 

商品・役務 

件数 

主な相談内容 
28年度 29年度 

1 
インターネット関連

サービス 
1,123 775 

アダルトサイトや出会い系サイト、身に覚えのない有料

情報サービス等の利用料に関する相談など 

2 商品一般 226 365 

債権の内容が不明な架空請求に関する相談、知らない相

手・会社からの電話やメールの相談、商品券・プリペイ

ドカード・ポイントカードの取扱いに関する相談、個人

情報の削除に関する相談など 

3 新聞 251 293 
景品付き長期購読契約に係る解約時のトラブルに関する

相談など 

4 携帯電話関連 212 234 
携帯電話の契約内容や携帯電話機本体の不具合に係るト

ラブルに関する相談など 

5 

不動産貸借 236 209 解約退去時の敷金返還や修繕費用に関する相談など 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続回線 220 209 
回線契約に係る請求金額や解約時のトラブルに関する相

談や、執拗な勧誘行為に関する相談など 

7 工事・建築 185 201 
修繕工事やリフォーム工事に係る高額請求や解約に関す

る相談など 

8 健康食品関係 166 182 

定期購入と思わずに結んだ契約の解約相談、申し込んだ

覚えのない健康食品の送り付けに関する相談や、健康食

品摂取後の体調不良に関する相談など 

9 
テレビ放送サー

ビス 
66 114 

公共放送受信料に関する相談や衛星放送の受信契約に関

する相談など 

10 四輪自動車 95 89 

車の故障、部品や装備品の不具合、中古車の走行距離・

修理歴の相違や契約後のキャンセルに伴う解約金に関す

る相談など 
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（６）販売購入形態別相談 

 

・販売購入形態別相談件数では、通信販売に関する相談が１，８１０件で最も多く、続いて

店舗購入に関する相談が１，７７８件、訪問販売が７４３件となっている。 

・無店舗販売に係る相談を年代別で見ると、いずれの年代も通信販売（主にアダルトサイト

や出会い系サイトなどのインターネット関連サービスに関するもの）が多く、７０歳以上

の年代では訪問販売・電話勧誘販売（主に新聞の景品付きの長期購読契約の解約トラブル、イ

ンターネットの回線契約に関する請求金額や解約時のトラブルなど）や訪問購入が多くなって

いる。 

 

販売購入形態別相談件数 

 

無店舗販売に係る相談の年代別件数（２９年度） 

販売購入形態 20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 

訪問販売 ４ ２８ ３８ ６４ ７０ １１８ ３４５ 

通信販売 ６９ １４８ ２１９ ３４７ ３１４ ２８８ ３１６ 

ﾏﾙﾁ・ﾏﾙﾁまがい ０ ２７ ８ ９ ４ ６ １１ 

電話勧誘販売 ０ １１ １３ ２１ ３７ ５３ １４０ 

ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ・ｵﾌﾟｼｮﾝ ２ ０ １ ４ ２ ２ ８ 

訪問購入 ０ ４ ２ ５ ９ １４ ３０ 

 

販売購入形態 
件数 

前年度比 
２８年度 ２９年度 増減数 

店舗購入 １，８４１ １，７７８ △６３ ９６．６ 

無
店
舗
販
売 

訪問販売 ７０９ ７４３ ３４ １０４．８ 

通信販売 ２，３０９ １，８１０ △４９９ ７８．４ 

ﾏﾙﾁ・ﾏﾙﾁまがい取引 ７９ ６９ △１０ ８７．３ 

電話勧誘販売 ３５４ ３１１ △４３ ８７．９ 

ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ・ｵﾌﾟｼｮﾝ ２６ ２２ △４ ８４．６ 

訪問購入 ６７ ７１ ４ １０６．０ 
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（７）苦情処理状況 

 

・センターに寄せられる相談のうち、消費者と事業者の交渉が円滑に行われるようにセンターが

間に入るあっせんの苦情処理状況は次のとおり。 

 

 

年  度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

あっせん件数 ８０７ ９１０ ９３９ 

解    決 ７２４ ８２７ ８６８ 

不    調 ８３ ８３ ７１ 

あっせん解決率 ８９．７％ ９０．９％ ９２．４％ 


